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地下水の水位変化予測を用いた地下構造物に対する浮力作用評価 
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1. はじめに 

日本では，戦前より工業用水として安価な地下水が

利用されてきた．工業化の進む 1950 年代後半から 1960

年代ごろより，関東近辺の地域で広域な地盤沈下が確

認され，海面よりも低い地域が出現した．これを受け

行政は各地で地下水の揚水を規制したため，次第に地

盤沈下は沈静化した． 

一方，揚水規制以降，低下していた地下水の水位回

復が見られ始め，地下水の水位が低い時期に地下に建

設された構造物に問題が発生し始めた．地下構造物を

対象とした駅地下ホームの浮上・水没である．例とし

ては，1991 年に発生した，武蔵野線新小平駅における

ホームの水没事故である．原因として 8 月，9 月にお

ける記録的な長雨が影響している． 

以上のような背景に基づき，降雨特性による地下水

の水位変化が地下構造物に対して影響を及ぼすことは

明らかである． 

本研究では降雨特性から地下水の水位変化予測を行

い，それに伴う地下構造物への浮力作用の影響につい

て評価する． 

地下水位上昇に対して地下駅の対策工事を進めてい

る理由から，対象構造物としては，総武快速線東京地

下駅と東北新幹線上野地下駅の二駅を指定する． 

尚，本研究では浮力に対する対策は行われていない

という仮定のもと研究を行った． 

 

2. 地下水の水位変化予測 

本研究では地下水位の設定方法の一つである降雨量

と地下水位の変動に対し相関性を示し，再現確率降雨

量を用いる事で地下水位の上昇予測を行う 1)． 

(1)周辺地下水位と降雨の相関関係 

対象地下水位としては周辺観測井を用いている．対

象は江東区の南砂 1,2，亀戸 1,2，墨田区の吾妻 A,B，

両国 1,2，千代田区の千代田 1,2 の 5 ヶ所 10 地点とす

る 2)．対象となる月別降雨量は江戸川臨海，東京の二

箇所とする 3)．対象期間は H19 年から H22 年である．

以上の条件から周辺地下水位と観測降雨量について，

各年度ごとに相関の見られた各月降雨量と，年度毎に

おける最高地下水位の上昇量との相関関係を検討した． 

図-1 のグラフは相関関係を検討した観測井 10 地点

の中で，相関関係が良い吾妻 A,B，千代田 1 の 3 地点

を表している．グラフから吾妻 A は 0.76，吾妻 B は

0.87，千代田 1 は 0.77 と高い相関係数を示すことがわ

かる．各対象構造物における予測地下水位として観測

井との距離から，吾妻 A,B は上野駅，千代田 1 は東京

駅とする． 

(2)再現確率降雨量の算定 

再現確率降雨量については，公共観測降雨量を基に

水文統計ソフト「水文統計ユーティリティ ver1.5」4)

より作成した．使用したデータは東京における 1976 年

から 2011年まで 36年間の各月降雨量を使用している．

本研究では気象庁が発表している確率分布選択のフロ

ーチャート 3)を合わせて用いることで，適切な確率年

ごとの降雨量を求めている． 

表-1 は対象構造物の耐用期間を考慮し，150 年確率

を上限とした確率年別の再現確率降雨量である． 

算出結果から 10 月における 150 確率年の降雨量が

780.5(mm/月)と，一番降雨量が多い月となった．本研

究では 10 月の確率年降雨量を使用する． 

 

3. 地下構造物に対する浮力作用評価 

総武快速線東京地下駅・東北新幹線上野地下駅の躯

体と地下水位状況を解析条件とする．それぞれの躯体

に対する解析前の地下水位は対策工事開始以前の地下

水位を適用する．東京駅が-15.0m，上野駅が-14.1m で

ある 5)． 

(1)浮力作用算定式 

本研究では，安原一哉らの論文 6）と Terzaghi の支持

力公式を参考に，各躯体に対する沈下量(躯体上昇量)

を求めていく．次に基礎式を示す． 
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図-1 最高地下水位の上昇量と降雨量の相関関係 

表-1 東京における再現確率降雨量(単位：mm/月) 
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𝑆𝑒, 𝑛𝑐 =
𝑞𝑓, 𝑛𝑐･𝑞

𝐾𝑖, 𝑛𝑐(𝑞𝑓, 𝑛𝑐 − 𝑞)
･･･(1) 

𝐾𝑖, 𝑛𝑐 =
𝐸𝑖, 𝑛𝑐

(1 − 𝑣2)𝐵･𝐼𝛼
･･･(2) 

𝑞𝑓, 𝑛𝑐 = 𝛼𝑐𝑁𝑐 + 𝛾𝑡1𝐷𝑓𝑁𝑞 + 𝛽𝛾𝑡2𝐵𝑁𝑟･･･(3) 

𝑞 =
𝑞𝑓, 𝑛𝑐

𝐹𝑠
，𝑞 =

𝑞𝑓, 𝑛𝑐

𝐹𝑠
− 𝛾𝑤(∆ℎ𝑤 − 𝑑)･･･(4) 

ここで，𝑆𝑒, 𝑛𝑐：地下水位上昇前の沈下量，𝑞𝑓, 𝑛𝑐：

Terzaghi の支持力，𝐾𝑖, 𝑛𝑐：地盤反力係数，𝐸𝑖, 𝑛𝑐：変形

係数，𝐼𝛼：沈下影響係数，𝐵：基礎底面幅，𝐷𝑓：根入

れ深さ，𝛼, 𝛽：形状係数，𝑁𝑐 , 𝑁𝑞, 𝑁𝑟：支持力係数を表

している． 

式(1)は地下水位上昇前の沈下量計算式である．沈下量

は載荷重／地盤反力係数から求める．これより式(2)，式

(3)，式(4)を用いることから沈下量が求められる． 

𝑆𝑒, 𝑜𝑐 =
𝑅𝑞

𝑅𝑘
･

𝑞𝑓, 𝑛𝑐 + 𝑞

𝑅𝑞･𝑞𝑓, 𝑛𝑐 − 𝑞
･𝑆𝑒, 𝑛𝑐･･･(5) 

 ここで，𝑆𝑒, 𝑜𝑐：地下水位上昇後の沈下量，𝑅𝑞, 𝑅𝑘：

過圧密により発生する係数を表している． 

(1)～(4)の式から式(5)の関係式が求められる．(5)の

関係式は地下水位上昇比ごとの沈下量式である． 

(2)各躯体に対するパラメーター設定 

 各構造物におけるパラメーターの設定材料として，

東京都土木技術センターが調査をしている柱状図を用

いた 7)．各柱状図における N 値の加重平均を用いて各

パラメーターを設定している．設定基準にはトンネル

標準示方書と Terzaghi の支持力公式に用いられる内部

摩擦角ごとの支持力係数を用いている．また沈下影響

係数は，実際の浮力対策における各対策延長距離から

𝐼𝛼 = 1.05と定める． 

(3)算出結果 

 結果を図-2，図-3に示す．解析結果より，建設開始

時から設定した現在地下水位までに浮力作用の影響か

ら，東京駅では 1.0m，上野駅では 1.5m 上昇している

ことがわかる．また図-2より，一度沈下する現象は水

侵沈下が起きているとわかる．実際に下床版の変形，

躯体の上昇が起きると予想されている地下水位の位置

は JR 東日本のデータ 5)から引用している． 

(4)地下水の水位変化予測を用いた評価 

図-1のグラフと表-1の再現確率降雨量の結果を，各

解析結果に当てはめることで，地下水位の上昇による

確率年ごとの構造物の災害を検証していく．災害の種

類としては「下床版変形」「躯体の浮き上がりの実被害」

の二つとする． 

表-2より，東京駅は確率年 5 年で災害が発生するこ

とがわかる．上野駅においては確率年 10 年で災害が発

生する．東京駅・上野駅ともに「下床版変形」が発生

する予測躯体浮き上がり量は 0.06m で発生している．

「躯体の浮き上がりの実被害」が発生する予測躯体浮

き上がり量は上野駅で 0.13m，東京駅で 0.19m の上昇

により発生している．  

 

4. おわりに 

 本研究では地下水と降雨量の相関関係を用いて予想

躯体浮き上がり量と，災害の発生を確率年で表すことを

行った． 

確率年ごとの災害発生において両駅とも先に「下床版

の変形」が起こる．そのため災害対策における予測躯体

浮き上がり量の基準としては 0.06mの躯体上昇量と設定

する．結果から，東京駅・上野駅とも地下水位の上昇が

引き起こす浮力作用による災害発生確率の高い構造物

であると認識できる． 

東京都内における他の地下構造物に対しても検討を

行うため，準備を進めている． 

 
〈参考文献〉 

1)木佐貫徹：東京周辺地盤における地下構造物の設計地下水位設定

方法，土木学会論文集 NO.721/VI-57,167-176,2002,12 

2)東京都環境局：http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/ 

3)気象庁：http://www.jma.go.jp/jma/index.html 

4)国土技術研究センター：http://www.jice.or.jp/sim/t1/200608150.html 

5)倉澤徳男：地下水位上昇に伴う構造物の浮き上がり防止対策事例-

東北新幹線上野地下駅・総武快速線東京地下駅-，基礎工 29(11), 

72-76, 2001-11 総合土木研究所  

6)安原一哉：地下水位の変動が構造物に与える影響と対策，地盤工

学会誌 : 土と基礎 60(10), 52-58, 2012-10  地盤工学会 

7)東京都土木技術支援・人材育成センター：doboku.metro.tokyo.jp/ 

 
図-2 算定式を用いた解析結果(東京駅) 

 
図-3 算定式を用いた解析結果(上野駅) 

表-2 東京駅・上野駅の確率年ごとの評価 

 


